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総合的な津波防災対策の取り組みについて

• 被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき、総合的な津波防災対策を講ずる
ことが重要。

• そのため、海岸保全施設等のハード対策によって津波による被害をできるだけ軽減する
とともに、ハザードマップの整備など、避難を軸とするソフト対策を重視。

【これまでの主な経緯】

＜平成２３年＞

６月２６日：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関す
る専門調査会 中間とりまとめ」る専門調査会 中間とりまとめ」

７月 ６日：社会資本整備審議会計画部会「津波防災まちづくりの考え方」（緊急提
言）

７月２９日 東日本大震災復興対策本部「東日本大震災からの復興の基本方針７月２９日：東日本大震災復興対策本部「東日本大震災からの復興の基本方針」

９月２８日：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関す
る専門調査会 報告」

１２月 ７日：「津波防災地域づくりに関する法律」成立（衆参とも全会一致）

１２月２７日：「津波防災地域づくりに関する法律」一部施行・基本指針の決定

＜平成２４年＞＜平成２４年＞

６月１３日：「津波防災地域づくりに関する法律」全面施行
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「津波防災地域づくりに関する法律」の概要

概要概要

基 本 指 針 （国土交通大臣）

都道府県知事は、基本指針に基づき、津波浸水想定（津波により浸水するおそれがある土地の区域及び浸水した場合に想
定される水深）を設定し、公表する。

津波浸水想定の設定

市町村は、基本指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画（推進
計画）を作成することができる。

推進計画区域

推進計画の作成

・推進計画区域
・津波防災地域づくりの総合的な推進に関する基本的な方針
・津波浸水想定区域における土地の利用及び警戒避難体制の整備に関する事項（ハザードマップ、避難訓練、津波標識等）
・津波防災地域づくりの推進のために行う事業又は事務に関する事項

＜公共土木施設等の整備等＞ ＜防災性の高い市街地の形成等＞

・ 海岸保全施設、港湾施設、漁港施設及び河川管理施設並
びに保安施設事業に係る施設の整備

・ 津波防護施設の整備（推進計画に位置づけて整備）
・ 避難経路、避難施設（容積率規制の特例あり）、避難タワー、

公園、緑地、地域防災拠点等の整備及び管理 等

・ 一団地の津波防災拠点市街地形成施設の整備に関する事業
・ 津波防災住宅等建築区に係る土地区画整備事業
・ 市街地の整備改善のための事業（市街地再開発事業、特定

利用斜面保全事業、密集市街地の整備改善に関する事業等）
・ 集団移転促進事業に関する事項（推進計画に位置づけた場

合 都道府県が計画策定主体となることも可）

都道府県知事は、警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域を、津波災害警戒区域として指定することができる。

津波災害警戒区域及び津波災害特別警戒区域の指定

合、都道府県が計画策定主体となることも可）

都道府県知事は、警戒避難体制を特に整備す き土地の区域を、津波災害警戒区域として指定することができる。

都道府県知事は、警戒区域のうち、津波災害から住民の生命及び身体を保護するために一定の開発行為及び建築に許可
を必要とすべき土地の区域を、津波災害特別警戒区域として指定することができる。
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基本指針（平成２４年１月１６日告示）の概要

基 本 指 針 と は

津波防災地域づくりを総合的に推進するための基本的な指針として国土交通大臣が定める。

記 載 事 項

１．津波防災地域づくりの推進に関する基本的な事項 ○ ハード事業と警戒区域の指定等のソフト施策を効果的に連携
○ 東日本大震災の経験や津波対策推進法を踏まえた対応
○ 最大クラスの津波が発生した際も「なんとしても人命を守る」
○ ハード・ソフトの施策を総動員させる「多重防御」
○ 地域活性化も含めた総合的な地域づくりの中で効果的に推進
○ 津波に対する住民等の意識を常に高く保つよう努力

○ ド事業と警戒区域の指定等のソフト施策を効果的に連携
○ 効率性を考えた津波防護施設の整備
○ 防災性と生活の利便性を備えた市街地の形成
○ 民間施設も活用して避難施設を効率的に確保
○ 記載する事業等の関係者とは、協議会も活用して十分に調整
○ 対策に必要な期間を考慮して将来の危機に対し効果的に対応○ 津波に対する住民等の意識を常に高く保つよう努力

○ 津波対策の基礎となる津波浸水想定の設定等のための調査
○ 都道府県が、国・市町村と連携・協力して計画的に実施

○ 海域 陸域の地形 過去に発生した地震 津波に係る地質等

＜津波災害警戒区域＞

○ 住民等が津波から「逃げる」ことができるよう警戒避難体制を

２．基礎調査について指針となるべき事項 ５．警戒区域・特別警戒区域の指定について指針となるべき事項

○ 対策に必要な期間を考慮して将来の危機に対し効果的に対応

○ 海域・陸域の地形、過去に発生した地震・津波に係る地質等、
土地利用の状況等を調査

○ 広域的な見地から必要なもの（断層モデルの検討、航空レーザ
測量等）については国が実施

○ 住民等が津波から 逃げる」 とができるよう警戒避難体制を
特に整備するため、都道府県知事が指定する区域

○ 避難施設や特別警戒区域内の制限用途の建築物等に係る許
可の基準となる水位（基準水位）の公示

○ 警戒区域内で市町村が以下を措置。
－ 実践的な内容を盛り込んだ市町村防災計画の作成・避難訓３ 津波浸水想定の設定について指針となるべき事項

○ 都道府県知事が、最大クラスの津波を想定し、悪条件下を前
提に浸水の区域及び水深を設定

○ 津波浸水シミュレーションに必要な断層モデルは、中央防災会
議等の検討結果も参考に国が提示

－ 実践的な内容を盛り込んだ市町村防災計画の作成・避難訓
練の実施

－ 住民の協力等による津波ハザードマップの作成・周知
－ 指定・管理協定により、地域の実情に応じて避難施設を確保
－ 社会福祉施設等で避難確保計画の作成・避難訓練の実施

３．津波浸水想定の設定について指針となるべき事項

議等の検討結果も参考に国が提示
○ 断層モデルが検討されていない海域でも、今後、過去の津波

の痕跡調査等を実施し、中長期的に断層モデルを検討
○ 悪条件として、満潮位や地盤沈降、堤防等の破壊を考慮

＜津波災害特別警戒区域＞

○ 防災上の配慮を要する者等が建築物の中に居ても津波を「避
ける」ことができるよう、都道府県知事が指定する区域

○ 生命・身体に著しい危害が生ずる恐れがあり、一定の建築行
４ 推進計画の作成に いて指針となるべき事項 為・開発行為に許可を必要とする区域を指定

○ 指定の際には、公衆への縦覧、関係市町村の意見聴取等に
より、地域の実情を勘案し、地域住民の理解を深めつつ実施

○ 市町村が、ハード・ソフトの施策を組み合わせ、津波防災地域
づくりの姿を地域の実情に応じて総合的に描く

○ 既存のまちづくりに関する方針等との整合性を図る

４．推進計画の作成について指針となるべき事項

右上に続く
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津波浸水想定の設定に向けた取り組み

【これまでの取り組み】
第一ブロック

第二ブロック
○ 津波浸水想定の設定の手引き（平成２４年２月）

・ 水管理・国土保全局・国総研海岸研究室におい
て作成、更新

○ 津波浸水想定 係る相談窓 （平成 年 月）

第四ブロック

○ 津波浸水想定に係る相談窓口（平成２４年２月）

・ 水管理・国土保全局海岸室・国総研海岸研究室
に開設

○ 津波浸水想定に係る地方ブロック別意見交換会（平

第七ブロック

○ 津波浸水想定に係る地方ブロック別意見交換会（平
成２４年４月～）

・ 全国の沿岸を１０のブロックに区分（右図）

・ 各ブロック毎に地方整備局等が中心となり 都

第三ブロック

第五ブロック

各ブロック毎に地方整備局等が中心となり、都
道府県と意見交換を実施（水管理・国土保全局、
国総研海岸研究室も出向いて参加）

・ 浸水域等に齟齬が生じないよう、広域的な観点

第六ブロック

第八ブロック

ブ

から技術的な課題等を検討 等

【津波浸水想定の設定状況】
第九ブロック

第十ブロック

○ 茨城県（平成２４年 ８月、全国初）

○ 青森県（平成２４年１０月、一部のみ）

○ 徳島県（平成２４年１２月）○ 徳島県（平成２４年１２月）

○ 高知県（平成２４年１２月）
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①過去に発生した津波・発生が想定される津波の整理

津波浸水想定の例（平成２４年８月２８日茨城県設定・全国初）

③各種施設の条件設定
①過去に発生した津波・発生が想定される津波の整理

レベル２地震動について

液状化危険性調査

堤防 耐震性調査
なし

コンクリート構造物か
土構造物か

コンクリート構造物
（護岸・防波堤・水門・樋門・樋管・陸閘など）

対象津波 東北地方太平洋沖地震津波 H23想定津波

規 模 Mw ＝ 9.0 Mw ＝ 8.4

②最大クラスの津波を引き起こす断層モデルの設定
土構造物
（海岸堤防、河川堤防、防潮堤など）

【パターン３】
地震と同時に倒壊（比高ゼロ）

堤防の耐震性調査

あり

なし

「耐震性十分・沈下無し」
以外

耐震性の評価
液状化沈下量の評価

使用ﾓﾃﾞﾙ 内閣府モデル 茨城県モデル

説
明

東北地方太平洋沖地震が悪
条件下で発生した場合を想定

１６７７年延宝房総沖地震の
震源域で、地震調査研究推進
本部の評価結果による規模の
地震が悪条件下で発生した場
合を想定

「耐震性十分・沈下無し」

【パターン１】
・沈下なし

・地震と同時に倒壊（比高ゼロ）

【パターン２】
・沈下量を考慮した天端高

評価結果による沈下量

往地震 基づく沈 量

沈下量

概
要

合を想定

震

沈下なし
既往地震に基づく沈下量

（７５％沈下）

※ 堤防・護岸等施設の耐震性や液状化の評価は、「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」等に基づき、レベ
ル１、レベル２の２段階の地震動を対象として実施しており、一定の悪条件となることを前提にレベル２地震
動を評価に用いた。

震
源
域

④津波浸水想定の設定

※２つの津波のシミュレーション結果を重ね合わせ、最大となる浸水域、浸水
深を抽出して、浸水想定を設定。

潮位条件 朔望平均満潮位潮位条件：朔望平均満潮位
地盤変動：地盤沈降を考慮
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